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平成２４年度 政府予算案（大阪府関係）の決定内容 

平成 23 年 12 月 28 日 

大 阪 府 

 

注） （全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

主要 重点項目 

１．集中型の国土構造の転換 

（１）大阪・関西の位置づけの明確化 

◇ 大阪・関西を中枢機能のバックアップエ

リアに位置づけ 

◇ 集中型から分散型の国土構造への転換 

◇ 複数ルートを備えた広域交通インフラ

の確保（リニア中央新幹線、北陸新幹線）

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

○災害に強い国土構造への再構築に関する検討   （国）０．１４億円 

（東京圏の機能分散・バックアップに関する検討調査）   （新規）

○中央新幹線に関する調査          （国）２．１億円の内数 

（(Ｈ２３)２．１億円の内数）

○超電導磁気浮上式鉄道（超電導リニア）の技術開発 （国）４．３億円 

（(Ｈ２３)４．４億円）

○北陸新幹線等の整備                            （国）７０６億円 

（(Ｈ２３)７０６億円）

 

（国）０．１２億円 

 

 （国）０．５６億円の内数 

 

（国）3．1 億円 

 

（国）７０６億円 

 

（２）地方分権改革の実現 

◇ 国の出先機関の原則廃止（関西広域連合

への国出先機関移管、ハローワーク移管）

◇ 国庫補助負担金等の見直し・廃止と地域

自主戦略交付金制度の運用 

◇ 地方一般財源総額の確保 

 

 

◆概算要求の状況 

地方交付税 総務省                    （全）１７兆  ８８６億円 

（(Ｈ２３)１７兆３，７３４億円）

○地方一般財源総額見込み６０.０兆円程度（(Ｈ２３)５９．５兆円） 

○一般会計からの別枠の加算（１兆１，６００億円）を前年度同様に実施。

このうち三位一体改革で削減された地方交付税の復元に相当する 

１兆１，２７７億円について、併せて所得税に係る地方交付税率の引上げ

（現行 32％→40％）を事項要求 

（参考）平成 18 年度所得税税源移譲額の交付税率相当額（H24 ベース）

※ 試算額所得税の８％相当＝１兆１，２７７億円 

○臨時財政対策特例加算（４兆１，９５５億円）を前年度同様に実施 

地域自主戦略交付金 内閣府            （全）５，３７６億円 

（(Ｈ２３)５，１２０億円、うち沖縄分 321 億円）

○地域の自由裁量の拡大による地域活性化を図るため５％増 

（財務省概算要求組替え基準の上限額を要求） 

○平成２４年度以降、段階的な実施を検討することとされている経常補助金、

投資補助金（市町村分）等については、必要に応じて追加要求 

 

（全）１７兆４，５４５億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（全）８，３２９億円 

[うち沖縄分除く府県向け] 

（全）５，５１５億円 

[うち政令市向け] 

（全）１，２３９億円 

 

◆予算項目以外の状況 

国の出先機関の原則廃止 

○広域的実施体制（広域連合への丸ごと移管）の実施のための関係法案を、Ｈ２４通常国会への提出に向け

検討中 

○ハローワークについて、アクション･プランを実現するための提案募集（H23.2～） 

○国の地域主権戦略会議において、「特区制度を活用して、試行的に東西１か所ずつハローワークが移管さ

れているのと実質的に同じ状況を作り、移管可能性の検証を行う（仮称：ハローワーク特区）」方針を決

定（Ｈ23.12.26）。詳細は今後検討 

２．大都市圏の成長を通じた日本の再生 

（１）大阪都市圏の競争環境の整備 

◇ 大阪・関西の総合特区の指定（ベイエリ

ア等）、ＰＰＰ（官民連携）の取り組み支

援 

◆概算要求の状況 内閣府 

「総合特区制度」の推進            （全）１４９．８億円 

（(Ｈ２３)１５２．７億円） 

○総合特区推進調整費              （全）１３３．４億円 

（(Ｈ２３)１５１億円） 

 

（全）１４０．３億円 

 

（全）１３３．４億円 

◆予算項目以外の状況 

Ｈ23.12.22 京阪神の自治体と共同で申請した「関西イノベーション国際戦略総合特区」の特区指定を 

国が決定 

◆概算要求の状況 国土交通省 

官民連携による成長戦略の推進            （国）７．７億円 

（(Ｈ２３)６．０億円） 

 

   （国）７．７億円 

確定版 
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注） （全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース 

 

 

 

 

 

 

 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

（２）都市基盤整備の強化 

◇ 関西国際空港の再生・強化（基本方針の

策定、コンセッション成立までの支援、高

速鉄道アクセスの整備等） 

 

 

◆概算要求の状況 国土交通省   

○関西国際空港株式会社補給金              （国）７５億円 

（(Ｈ２３)７５億円） 

○空港等機能高質化事業               （国）５２億円 

（(Ｈ２３)７７億円） 

・関空高速アクセス検討調査                    （国）５２億円の内数 

 

（国）６９億円 

 

（国）４９億円 

 

（国）４９億円の内数として 

措置予定 

◆予算項目以外の状況（税制改正） 

・関空土地保有会社の用地整備準備金制度（法人税）、新関空会社及び関空土地保有会社に係る固定資産税

の特例措置等が制度化 

◇ 阪神港（資源の集中投資） ◆概算要求の状況  国土交通省 

○国際コンテナ戦略港湾における総合的な対策    （国）３６６億円 

                      （(Ｈ２３)３２７億円）

うち公共（国）３３６億円 

   （(Ｈ２３)３１６億円）

非公共（国）３０億円 

（(Ｈ２３)１１億円） 

○新規着工施設 

・大阪港北港南地区国際海上コンテナターミナル整備事業 

  事業期間：平成 24～27 年度、総事業費：（事）１５５億円 

 

（国）３４４億円 

 

 

 

 

 

 

（国）３４４億円の内数とし

て事業化検証調査を措

置予定 

 

◆予算項目以外の状況（税制改正） 

・国際コンテナ戦略港湾等における指定会社税制＜延長＞ 

◇ 都市圏高速道路の一体的運営（料金の一

元化・ミッシングリンクの解消）、新名神

高速道路早期完成 

◆概算要求の状況 

地方向け補助金等公共事業関係予算 国土交通省 

・社会資本整備総合交付金         （国）１兆８，３５６億円 

（うち、「日本再生重点化措置枠」２，６１５億円）

（(Ｈ２３)１兆７，５３９億円）

地域自主戦略交付金 内閣府【再掲】      （全）５，３７６億円 

（(Ｈ２３)５，１２０億円、うち沖縄分 321 億円）

 

 

（国）１兆４，３９５億円 

 

 

（全）８，３２９億円 

[うち沖縄分除く府県向け] 

（全）５，５１５億円 

[うち政令市向け] 

（全）１，２３９億円 

◆予算項目以外の状況 

・Ｈ23.12.9 国土交通省「高速道路のあり方有識者検討委員会」中間とりまとめ 

（３）大都市圏法制度の再構築 

◇ 実効性のある新たな法制度の早期成立 

 

◆概算要求の状況  国土交通省 

○大都市戦略検討調査               （国）１．５億円 

（(Ｈ２３)１．１億円）

 

都市局行政経費 

（国）２４．８億円の内数と

して措置予定 
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注） （全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

重点項目 

１．大震災を踏まえた対応 

◇ 法制度の見直しも含めた必要な対策の

実施 

◆概算要求の状況 内閣府             

被災者生活再建支援法関連調査等、復興支援の推進 （国）０．４３億円 

（(Ｈ２３)０．４９億円）

 

（国）０．４３億円 

◆予算項目以外の状況 

法制度の見直し 

H23.7   災害廃棄物処理を委託する場合の再委託に係る特例実施（廃棄物処理法施行令一部改正） 

H23.8.11 災害廃棄物の広域処理の推進に係るガイドラインの策定 

◇ 「ウィズアウト・ジャパン」の克服に向

けた取組み 

 

◆概算要求の状況 

急激な円高、空洞化に立ち向かい、日本経済の課題の解決に取り組む 

経済産業省 

○企業等の国内立地の推進                 （事項要求） 

・国内立地補助について、必要に応じて 24 年度の継続実施を検討。 

国内企業立地推進事業費補助金（H23 ３次補正） ３，３００億円 

イノベーション拠点立地支援補助金（H23 ４次補正要求）１９億円 

○革新的低炭素技術集約産業の国内立地の推進    （国）１００億円 

（(Ｈ２３)７１.４億円）

○アジア拠点化立地推進事業             （国）５．７億円 

（(Ｈ２３)５．９億円） 

訪日旅行促進事業 国土交通省              （国）５０．９億円 

（(Ｈ２３)６０．６億円）

訪日外国人旅行者の受入環境整備事業 国土交通省  （国）４．４億円 

（(Ｈ２３)６．１億円）

災害時における訪日外国人旅行者に向けた情報提供のあり方に関する調査事

業 国土交通省                  （国）０．３億円（新規）

 

 

 

予算措置されず 

 

 

 

（国）７０．８億円 

 

（国）５．７億円 

 

（国）４９．３億円 

 

（国）８．５億円 

 

 

（国）０．３億円 

◆予算項目以外の状況 

中国人個人観光ビザ発給要件の更なる緩和（９／１～） 

◇ 津波や地震の予測見直し、防災拠点施設

の大阪・関西への設置 

 

◆概算要求の状況 内閣府 

東海・東南海・南海地震対策の推進                  （国）１．４億円 

                                （(Ｈ２３)１．４億円）

 

（国）１．４億円 

 

◆予算項目以外の状況 

被害想定の見直し検討 

 H23.9.28 東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する中央防災会議専門調査会検討報

告とりまとめ 

 H23.12 中 南海トラフの巨大地震モデル検討会が、想定震源域、波源域の設定の考え方を公表予定 

 H24.3～４ 南海トラフの巨大地震による 大クラスの地震動・津波高さ等の推計結果公表予定 

H24.６以降 東海・東南海・南海地震の被害想定を順次、実施・公表予定 

２．セーフティネットの整備 

【社会保障制度のあり方】 

◇ 今後の社会保障制度（後期高齢者医療制

度、国保制度、障がい者自立支援制度、介

護保険制度、子ども・子育て新システム等

の制度設計） 

 

◆概算要求の状況 

子どものための手当            （全）１兆３，４１６億円 

（(Ｈ２３)１兆９，５７７億円）

 年少扶養控除廃止による地方増収分（約５，０５０億円）の取扱い（充当）

→子どものための手当：１，０８７億円（負担割合／国：地方＝２：１）

→子ども手当特例交付金の廃止：１，３５３億円 

→減収補塡特例交付金：５００億円 

→地方の自由度の拡大にあわせた一般財源化：１，８４１億円 

・子育て関連国庫補助金の一般財源化：３１５億円 

・国民健康保険都道府県調整交付金の引上げ：１，５２６億円 

→特定疾患治療研究事業の地方超過負担の解消：２６９億円 

 

（全）１兆２，８４０億円 

 

◆予算項目以外の状況（各制度の検討状況等） 

H23.6.22 改正介護保険法公布、H23.7.1 「社会保障・税一体改革成案」を閣議報告 

H23.7.29 少子化社会対策会議において「子ども・子育て新システムに関する中間とりまとめ」を決定 

 H23.10.1 障害者自立支援法の一部改正法施行 

 Ｈ23.10.24 「国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議」第一回開催 

 Ｈ23.12.20 社会保障改革案を決定 

 Ｈ24.４   介護報酬改定（1.2％引き上げ）、障害福祉サービス等報酬改定（2.0％引上げ）を予定 
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注） （全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）事業費ベース 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

◇ 福祉医療費公費負担（国による早期制度

化・地方単独事業に対するペナルティ廃

止） 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○市町村の国民健康保険助成に必要な経費  （全）３兆４，４２２億円 

（(Ｈ２３)３兆４，００６億円）

○国保組合の国民健康保険助成に必要な経費   （全）３，２６４億円 

  （(Ｈ２３) ３，２５１億円）

 

（全）３兆２，８０４億円 

 

（全）３，２２２億円 

 

◇ 難病対策（都道府県の超過負担解消・拠

点整備）、肝炎治療特別促進事業の全額国

庫負担 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

特定疾患治療研究事業               （全）３００億円 

（(Ｈ２３)２８０．４億円）

肝炎治療特別促進事業               （全）１３７億円 

（(Ｈ２３)１５２億円）

 

（全）３５０億円 

 

（全）１３７億円 

【医療体制の確保】 

◇ 医師確保の基本方針策定・養成・偏在是

正対策、診療報酬（小児救急を含む救急医

療や周産期医療など）の見直し等 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省  

救急医療・周産期医療の体制整備           ※（全）２５５億円の内数 

※医療提供体制推進事業費補助金 

（(Ｈ２３)２０７億円） 

○救急医療体制の充実               （(Ｈ２３) ５３億円） 

○ドクターヘリの導入促進事業の充実        （(Ｈ２３) ２９億円） 

○周産期医療体制の充実              （(Ｈ２３) ７１億円） 

災害医療体制の強化                    （全）２億円 

（(Ｈ２３)１.５億円）

地域医療確保対策の推進                 （全）１０６億円 

（(Ｈ２３)８２億円）

○地域医療支援センターの整備の拡充         （全）１１億円 

（(Ｈ２３)５.５億円）

○女性医師の離職防止・復職支援      ※（全）２５５億円の内数 

※医療提供体制推進事業費補助金 

                （(Ｈ２３) ２２億円） 

 

（全）２５０億円の内数 

 

 

 

 

 

（全）２億円 

 

（全）９２億円 

 

（全）７．３億円 

 

（全）２５０億円の内数 

 

◆予算項目以外の状況 

Ｈ24.４ 診療報酬改定を予定（全体で 0.004％引き上げ、本体部分は 1.38％引き上げ） 

【がん対策】 

◇ 市町村への財源措置、拠点病院の指定、

子宮頸がん予防ワクチンの公費助成・定期

接種位置付け・供給不足対応 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省  

がん検診推進の強化                （全）１２４.６億円 

（(Ｈ２３)１３８.１億円）

○がん検診推進事業                              （全）１０４.９億円 

（(Ｈ２３)１１３億円）

がん診療連携拠点病院機能強化事業          （全）３７.４億円 

（※うち、新規で小児がん拠点病院機能強化   ６.６億円）

（(Ｈ２３) ３４.３億円）

子宮頸がん等ﾜｸﾁﾝ接種緊急促進臨時特例基金の積み増し・延長（1 年間） 

                （Ｈ２３ ４次補正要求） ５２６億円 

 

（全）１２４．３億円 

 

（全）１０４．９億円 

 

（全）３２．７億円 

（※うち、新規で小児がん拠

点病院機能強化 ４億円） 

【児童虐待対策の充実】 

◇ 児相・市町村体制強化、児童養護施設等

の職員配置基準等見直し 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

虐待を受けた子ども等への支援           （全）９２５億円 

（(Ｈ２３)８５８億円）

○児童相談所における体制の強化     ※（全）２４．７億円の内数 

※児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業 

（(Ｈ２３) ２１．２億円の内数）

安心こども基金の積み増し・延長（1 年間） 

（Ｈ２３ ４次補正要求）※１，２３４億円（厚労省分）の内数 

 

（全）９１５億円 

 

（全）２１．７億円の内数 

 

◆予算項目以外の状況 

 Ｈ23.6.17 児童福祉施設 低基準の一部改正 
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注） （全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）事業費ベース 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

３．誰もが安心して暮らせる大阪の実現 

（１）子どもの「学び」と「はぐくみ」を支

える教育施策の充実 

◇ 地域の実情に応じて少人数学級や様々

な教育ニーズに対応できるよう新たな定

数改善計画の策定による教職員定数の改

善等教育予算の充実 

 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

義務教育費国庫負担金             （全）１兆５，６９６億円 

                    （(Ｈ２３)１兆５，６６６億円）

教職員定数の改善                    ７，０００人 

○小学校２年生の 35 人以下学級            ４，１００人 

○学習支援が真に必要な児童生徒への支援やきめ細やかで質の高い指導の充

実                         １，９００人 

・中学校における学習支援が必要な生徒への対応       ８００人 

・通級指導の充実など、特別支援教育への対応        ６００人 

・日本語指導が必要な外国人児童生徒への学習支援      １００人 

・小学校における専科指導の充実              ４００人 

・地域連携による質の高い教育の実現            １００人 

※上記のほか、既存の研修等定数▲１００人を合理化減 

○被災した児童生徒のための学習支援          １，０００人 

 

（全）１兆５，５９７億円 

 

３，８００人 

９００人 

 

１，９００人 

８００人 

６００人 

１００人 

４００人 

１００人 

▲１００人合理化減 

１，０００人 

◇ 就学支援制度の拡充、高校生修学支援基

金の要件緩和、都道府県実施の授業料減免

支援への財政措置 

 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

公立高校の授業料無償制及び高等学校等就学支援金（全）３，９６４億円 

     （(Ｈ２３)３，９２２億円）

○公立高等学校授業料不徴収交付金       （全）２，３７１億円 

（(Ｈ２３)２，３８５億円）

○高等学校等就学支援金交付金         （全）１，５９２億円 

（(Ｈ２３)１，５３７億円）

高校生修学支援基金の積み増し・延長（３年間） 

（(Ｈ２３ ３次補正)１８９億円）

高校生に対する給付型奨学金事業       （全）１０２億円（新規）

○低所得世帯の生徒（年収約２５０万円未満世帯）に対する給付 

  支給額：教科書等図書費相当額 年額 18,300 円／人 

○特定扶養控除見直しに伴って負担増となる家庭の生徒に対する給付 

 （定時制・通信制高等学校（公立）、特別支援学校の高等部） 

  支給額：年額 4,600 円～37,000 円／人 

 

（全）３，９６０億円 

 

（全）２，３８０億円 

 

（全）１，５７７億円 

 

 

 

予算措置されず 

 

◇ 学校施設の耐震化（私立を含む補助制度

の拡充） 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

公立学校施設の耐震化の推進等         （全）２，３２５億円 

（(Ｈ２３当初)８０５億円）

（(Ｈ２３ １次補正)  ３４０億円）

（(Ｈ２３ ３次補正)１，６２７億円）

私立学校施設等の耐震化の促進           （全）１４３億円 

               （(Ｈ２３ 当初)５３億円）

（(Ｈ２３ ３次補正)１５０億円） 

※校舎等の耐震補強事業のほか、新たに非構造部材の耐震対策や備蓄倉

庫、太陽光発電、自家発電設備等の防災機能強化のための整備を支援 

 私立の高等学校、中等教育学校、中学校、小学校及び特別支援学校への 

 補助率＝１／３以内【Is 値 0.3 未満の施設の耐震化は１／２以内】 

 

（全）１，２４６億円 

 

 

 

（全）１１０億円 

 

◇ 全国学力・学習状況調査（悉皆調査の実

施） 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

全国的な学力調査の実施              （全）４５．６億円 

（うち、「日本再生重点化措置枠」１７億円）

                         （(Ｈ２３)３５．５億円）

○全国学力・学習状況調査の実施          （全）４５．４億円 

文部科学省 ３８．４億円 

国立教育政策研究所 ７億円 

（(Ｈ２３)３５．３億円） 

○学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究 

（全）０．１億円 

                                       （(Ｈ２３)０．２１億円）

 

（全）４１．９億円 

 

 

（全）３９．６億円 

 

 

 

 

（全）０．１億円 
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注） （全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

（２）「安全なまち大阪」を確立するための

警察基盤の充実・強化 

◇ 警察基盤の一層の充実・強化（装備資機

材の整備・警察官増員等） 

 

◆概算要求の状況 警察庁 

警察基盤の充実強化                  （全）３７８．８億円 

     （(Ｈ２３)３３４．６億円）

○人的基盤の充実強化                  （全）６億円 

（(Ｈ２３)５．６億円） 

 

・地方警察官の増員 増員数 ６２６人 

・国家公務員の増員 増員数 １８８人 

○装備資機材・警察施設の整備充実        （全）３７２．９億円 

 （(Ｈ２３)３２９．１億円） 

・現場執行力の強化 

・警察通信基盤の整備充実 

・警察活動の拠点たる基盤施設の整備 

治安水準の更なる向上のための総合対策の推進 

○客観証拠重視の捜査のための基盤整備 

・第一線警察における科学捜査力の強化        （全）７．３億円 

（新規） 

東日本大震災からの復旧・復興に向けた各種施策の推進 

・緊急防災対策の推進               （全）１５６．８億円 

（新規） 

 

 

（全）２９６．２億円 

 

（全）４．５億円 

 

地方警察官の増員 

（全）６２６人 

（うち大阪２０人） 

（全）２９１．７億円 

 

 

 

 

 

 

（全）４．１億円 

 

 

（全）８１．１億円 

 

４．新たなエネルギー社会づくりの推進 

◇ 社会システムの整備・技術開発に向けた

投資 

 

◆概算要求の状況 

社会システムの整備に向けた投資 

○国内４地域をはじめとするスマートコミュニティの実証など普及促進事業

経済産業省                        （全）１５６．８億円 

（(Ｈ２３)１８４億円）

○蓄電池技術の実証・研究開発 経済産業省           （全） ９５億円 

（(Ｈ２３)７４．８億円）

○インフラ・システム輸出を促進するために事業実施可能性調査等を実施 

経済産業省                                      （全）３０億円 

（(Ｈ２３)６．５億円）

○戦略的国際標準化加速事業 経済産業省  （全）１３．３億円の内数 

（新規）

※新たな国際標準提案制度（「トップスタンダード制度」）を活用する

企業の国際標準提案に係る取組みを促進） 

○地球温暖化対策技術開発等事業（競争的資金）環境省  （全）７２億円 

（(Ｈ２３)６２億円）

 

 

 

（全）１３６．６億円 

 

（全）７５億円 

 

 

（全）１６億円 

 

（全）１３億円の内数 

 

 

 

（全）６０億円 

◇ 再生可能エネルギーの全量買取制度（効

果的な買取価格や買収時期の設定） 

 

◆予算項目以外の状況 

 H23.8.26 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の制定。（H24.7.1 施

行予定） 

※ 期間・価格は、第三者委員会の意見に基づき政省令で決定 


